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ィ技術としては認証によるアクセス制限とデータの暗号化がある。アドホックネットワーク

技術としては周囲の中継端末を検出しリンクを確立する制御、パケットを送る経路（中継ホ

ップ）を決定する経路制御、ネットワーク間の移動に伴いリンクの切断やトポロジー（無線

リンクの接続形態）を変更した場合の再構成技術などが含まれる。 

無線 LAN 伝送技術における主な技術的な課題として、通信品質の向上、利便性の向上、伝

送

応用分野は広がっており、端末を含めた家庭内での利用、オフィス・店舗・

工

．無線 LAN の要素技術と関連技術 

LANの最大伝送速度は、IEEE802.11において2Mbps、11bにおいて11Mbps、

11

ては、11b において採用された IEEE802.11 の変調方式である直接

拡

て送信するバースト

化

効率の向上、機密保護、接続の継続性の向上、ネットワークの拡張性の向上、省電力化な

どがある。 

無線 LAN の

場での利用、公衆での利用、移動体での利用、屋外での利用などがある。 

 

２

（１）高速化技術 

IEEE802.11系無線

a/11g において 54Mbps と高速化し、11n においては最大 600Mbps となり、11n は 100BASE-TX

等の有線 LAN の実効伝送速度に匹敵する実効伝送速度での転送が可能となっている。このよ

うな伝送の高速化を図るための技術としては、主に電波の送信方法に関する物理層の高速化

技術と、通信機器間のデータ受け渡し方法や圧縮等に関する MAC(Media Access Control)層

の高速化技術とがある。 

物理層の高速化技術とし

散方式 DSSS（Direct Sequence Spread Spectrum）をベースに CCK(Complementary Code 

Keying)を組み合せた技術や、11a/g/n において採用された多数のサブキャリア（副搬送波）

を使う直交周波数分割多重（OFDM: Orthogonal Frequency Division Multiplexing）変調方

式が挙げられる。また、マルチアンテナによる高速化技術としては、MIMO（図 1-2 上図参照）、

アンテナ・ダイバーシティ、ビームフォーミングなどが挙げられる。 

MAC 層の高速化技術としては、送信の単位であるフレーム間隔を詰め

、複数のデータを一つのフレームにまとめて送るバルク化（フレーム・アグリゲーション、

図 1-2 下図参照）、送信前の圧縮化、アクセスポイントを経由せず端末間で直接送信するダ

イレクト化、一つ一つのフレームに対して受信確認を送るのではなく、フレームの固まり（ブ

ロック）に対して受信確認を送るブロック ACK(ACKnowledgement)などが挙げられる。図 1-2 

に MIMO とフレーム・アグリゲーションを模式的に示す。 
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図 1-2 MIMO とフレーム・アグリゲーション 

２）高信頼化技術 

性を向上させる高信頼化技術としてはさまざまな観点から分類するこ

と

術とは、無線 LAN 伝送を管理及びサポートする技術を指し、時刻同期、ハンドオー

バ
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無線 LAN 伝送の信頼

ができるが、本報告書では管理技術、干渉回避技術、試験・監視技術等に分類することと

する。 

管理技

、マルチレート制御、伝送誤りの訂正技術などを含むものとする。時刻同期は時刻を合わ

せる技術であり、IEEE802.11 系無線 LAN では TSF(Timing Synchronization Function)等によ

って実現されている。TSF とはアクセスポイントと端末間、または端末間同士で時刻を合わ

せる技術のことであり、アクセスポイントまたはビーコンを送信する端末は、周期的に送信

されるビーコンに同期タイマ（TSF タイマ）の値を載せて端末に送信し、端末は同期タイマ

をビーコンの値に合わせることにより同期がとられている。ハンドオーバは端末移動や電波

状況の悪化などに伴い、接続先を同一無線システムまたは異なる無線システムの別のアクセ

スポイント等に移すことで接続を維持する技術である。マルチレート制御は電波状況の変化

に伴って伝送速度を調節する技術である。伝送誤りの訂正技術としては、送信側がメッセー

ジに冗長情報を付加し、受信側ではメッセージの誤り検出時に冗長情報から誤りを訂正する

FEC(Forward Error Correction)や、送信元に再送を要求する ARQ（Automatic Repeat reQuest）

等が挙げられる。 

干渉回避技術は受

態が劣化することを回避するための技術である。干渉回避技術としては（１）高速化技術

で述べたマルチアンテナ制御のほかに、送信電力制御（パワーマネージメント）、周波数分

離（隣接アクセスポイント間で異なる周波数チャネルを使い分ける）、物理的な隔離（シー

ルド等での隔離）による干渉回避などがあり、これらは端末が単独で行うことのほかに、端

末間やアクセスポイント間、アクセスポイントと端末間でプロトコル（通信を行う際のルー
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ル）を介して調整して行う。試験・監視技術としては電界強度、スループット（上り/下り速

度）、ビットエラーレートなどを測定する技術が含まれる。 

 

（３）アクセス制御技術・品質保証技術 

末やアクセスポイントが通信するタイミングを調

整

御技術として、端末同士で通信のタイミング

を

る

アクセス制御技術とは、無線 LAN 内の端

・制御する技術であり、品質保証技術とは、通信品質（例えば通信速度や伝送遅延等）を

確保し保証するための通信制御技術である。 

IEEE802.11 系無線 LAN においてはアクセス制

決定する等の自律分散制御方式である DCF（Distributed Coordination Function）と、主

にアクセスポイント等が通信タイミングを決定する等の集中制御方式である PCF（Point 

Coordination Function）が仕様として定められている。DCF 方式では通信前に既に通信がな

されているか否かを検出（キャリア検出）し、通信がなされていない場合には自分が通信を

開始し、既に通信がなされている場合には通信の終了後ランダムな時間を待って通信を試み

る CSMA/CA（Carrier Sense Multiple Access with Collision Avoidance）が採用されてい

る（図 1-3 左図参照）。さらに CSMA/CA にてキャリア検出できない端末対策として

RTS/CTS(Request To Send/Clear To Send)の組み合せが干渉を防ぐ方法として使われている。 

 IEEE802.11 系無線 LAN の品質保証技術に関しては IEEE802.11e にて仕様が定められてい

。11eの仕様の一つである CSMA/CA を拡張した EDCA（Enhanced Distributed Channel Access）

では通信データを 4 種類に分類し、高い優先度に分類される音声データなどの送信待ち時間

を短くすることで、優先度に応じてデータの通信品質を保証している（図 1-3 右図参照）。

図 1-3 に CSMA/CA とそれを拡張した EDCA を示す。また、アクセス制御によりパケットの送信

タイミングを間欠化し、省電力化を可能としている。また、11e の仕様には、スケジューラ

がデータ通信を要求する端末に対してデータ送信時間を指示し、通信帯域の確保を図る HCCA

（HCF Controlled Channel Access）も定められている。 
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図 1-3 CSMA/CA と EDCA 
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（４）セキュリティ技術 

無線 LAN 通信は無線を介した通信であるため、悪意のある者による無線通信のぜい弱性を

突いた通信機器の不正使用や盗聴が行われる等の危険にさらされる。そのため、無線 LAN 伝

送には、通信の安全を守るためのセキュリティ対策が必須となるが、セキュリティ技術はそ

のセキュリティ対策に用いられる技術である。 

セキュリティ技術としては主として不正使用を防止するためのアクセス制限と、盗聴防止

のためのデータの暗号化が挙げられる。IEEE802.11 系無線 LAN におけるアクセス制限として

は MAC（Media Access Control）アドレスや SSID（Service Set Identifier）によるフィル

タリングがある。しかしながら、これらのフィルタリングは十分なアクセス制限対策となら

ないことから、認証した機器のみを接続させるプロトコルである IEEE802.1X と EAP

（Extensible Authentication Protocol）とを組み合せて認証によるアクセス制限が行われ

ることが多い。IEEE802.11 系無線 LAN におけるデータの暗号化としては、以前は WEP（Wired 

Equivalent Privacy）手順が使われることが多かったが、ぜい弱性が指摘され問題視された

ため、現在では毎回鍵を変更する TKIP（Temporal Key Integrity Protocol）を用いる WPA

（Wi-Fi Protected Access、ワイ－ファイ・アライアンスの登録商標）手順や、暗号化アル

ゴリズムとして従来の RC4（Rivest Cipher 4、アールエスエイ セキュリティー インコー

ポレーテッドの登録商標）に代わって NIST（National Institute of Standards and Technology、

米国国立標準技術研究所）により選定された AES（Advanced Encryption Standard）を採用

した CCMP（Counter-Mode with CBC-Mac Protocol）を用いる WPA2 手順が普及してきている。

WPA、WPA2 とも Wi-Fi Alliance によって発表された規格であり、WPA は IEEE802.11i のドラ

フトをもとに定められ、WPA2 は 11i の最終版をもとに定められたものである。 
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（５）アドホックネットワーク通信技術 

アドホックネットワーク（自律分散型無線ネットワーク）は、無線 LAN のバックボーン回

線やアクセスポイントといったネットワーク・インフラストラクチャを使わずに、端末同士

が直接接続して構成するネットワークである。 

IEEE802.11 ではアクセスポイントを使用せずに端末同士が直接通信を行うアドホック・モ

ードが用意されている。IEEE802.11 のアドホック・モードでは通信したい端末同士が直接通

信を行うのみで、端末は通信データの中継を行わない。 

1990 年代後半から検討されてきたアドホックネットワーク通信技術は、基本的にノード

（基地局、アクセスポイント、端末という区別がない）の移動を想定しており、一時的に構

成される無線マルチホップネットワーク（ノードが通信データの中継を行い、直接通信を行

っていないノード同士でも間にあるノードがバケツリレー式にデータを中継していくことに

よって通信を行うネットワーク）の実現を意図していた。2003 年頃までは、アドホックネッ

トワーク通信技術は研究の対象でしかなく、アドホックネットワークは現実には実験的なテ

ストベッドしかなかった。しかし、無線 LAN の実用化が進み、当面の実用を想定した、常設

型でアクセスポイントのみマルチホップの通信を行う技術に関する標準化の議論が

IEEE802.11 ワーキング・グループのタスク・グループ s で始まり、無線 LAN メッシュネット

ワークと名づけられた。無線 LAN メッシュネットワークを実現するには、アドホックネット

ワークで研究されてきたさまざまな要素技術を応用して発展させていく必要がある。 

 

第２節 無線 LAN 伝送技術の応用産業の概要 

無線 LAN はさまざまな場所で利用されており、応用分野は広がっている。無線 LAN の

応用範囲として、家庭内での利用、オフィス・店舗・工場での利用、公衆での利用、移動体

での利用、屋外での利用などについて述べる。 

家庭内での利用としては、現在ではパソコンや家電製品等に無線 LAN 機能が標準で装備さ

れていることが多い。例えば、市販されているノートパソコンはそのほとんどに無線 LAN 機

能が装備され、デジタルカメラでも無線 LAN 内蔵の機種が販売されている。デジタルフォト

フレームや、ポータブルナビゲーション端末でも、無線 LAN 内蔵の機種が登場している。ゲ

ーム機ではゲーム販売店、家電量販店、総合スーパー等に無線 LAN の公衆アクセスポイント

を設け、ゲームコンテンツを提供する等の無線 LAN サービスが提供されている。ホームネッ

トワークでは、無線 LAN のアクセスポイントと固定ブロードバンド回線に接続するインター

ネットゲートウェイを一体化した無線 LAN ブロードバンドルータが普及し、ホームネットワ

ークのワイヤレス化が進んでいる。  

オフィス・店舗・工場での利用では、音声用とデータ用、セキュリティ上の理由から社員

用と来客用などに各々SSID を割り当てるため、業務用のアクセスポイント製品の多くは複数

の SSID（マルチ SSID）に対応し、社内の VLAN（Virtual Local Area Network）とリンクさ

せることが可能となっている。オフィスや工場では、建物の窓や戸の開閉の監視による侵入

検知、煙センサや温度センサによる火災検知などセキュリティシステムを構成するセンサネ

ットワークとして無線 LAN が使われている。 

公衆での利用では、多くが IAP(Internet Access Provider)と呼ばれるプロバイダがイン

ターネット接続のファーストワンホップとして契約利用者に接続サービスを有償提供してい

る。無償の公衆無線 LAN サービスにはビジネスホテルやカフェなどにアクセスポイントを設
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置し、その店のホームページを表示するものや、個人宅に設置したアクセスポイントを共用

するものなどがある。 

移動体での利用では、列車・バス内において無線 LAN サービスの提供が開始され、また路

車間/車車間では実験研究として無線 LAN を用いた通信が行われている。さらに、屋外での利

用では、アクセスポイント間通信、ビル間通信等で無線 LAN が使われている。 
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第２章 無線 LAN 伝送技術に関する特許動向調査 

 

第１節 調査方法と対象とした特許文献 

１．調査方法 

無線 LAN 伝送技術に関する特許出願動向について、全体動向調査、技術区分別動向調査、

注目研究開発テーマ別動向調査、出願人別動向調査及び基本特許・重要特許調査を行った。 

特許検索におけるデータベースは、日本への出願については PATOLIS（株式会社パトリス

の登録商標）、外国への出願については Derwent World Patents Index（WPINDEX（STN））を

用いた。調査対象としては、優先権主張日 1998 年 1 月 1 日から 2007 年 12 月 31 日の特許出

願とした。なお、データベース収録までの時間差により全データが収録されている年が各国

で異なっており、特に 2006 年以降は全データが取得されていない場合があることを念頭にお

く必要がある。さらに PCT 出願では国内移行までの時間が長く、公表公報発行時期が国内出

願の公開（1 年 6 ヵ月）より遅くなる事情もある。 

また、登録件数の推移については、特許出願から審査請求までの期間と審査にかかる期間

が個別に異なることも念頭におく必要がある。また、今後審査が進むにつれて登録件数は増

加する可能性がある。 

特許動向調査は、検索された公開公報及び登録公報（中国、韓国、台湾については抄録）

の内容から、主に、応用分野軸、課題軸及び解決手段軸という解析軸を設けて分類した。技

術分類に用いた解析軸を表 2-1 から表 2-3 に示す。 

課題及び解決手段がそれぞれ複数個記載されている場合は複数の分類を付与したが、分析

の際には応用分野以外は主たる課題、主たる解決手段についてのみ分析を行った。 

分類・分析するにあたっては、同一発明を複数の出願先に出願している特許出願、すなわ

ちファミリー特許出願がある場合は、日本、米国、欧州、中国、韓国、台湾の順に優先して

読み込み、対応する他の特許出願にも同一の分類結果を付与した。日本への特許出願につい

ては全公報を読み込んでいる。なお、ファミリー特許出願の情報は欧州特許庁の特許データ

ベースである INPADOC のデータに基づいている。 

また、出願件数及び登録件数のカウントは、特記がない場合は各国・地域への出願の公報

一つ一つを個別にカウントする「公報単位」によるカウントの方法で行い、分析している。

なお、技術分類作業において調査対象技術でないと判断される特許文献は、ノイズとして分

析対象から除外した。 
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表 2-1 伝送方式、応用分野に関する解析軸 

大分類 中分類 

伝送方式 無線 LAN（IEEE802.11） 

  無線 LAN(HiSWAN) 

  無線 LAN（HIPERLAN） 

  Bluetooth 

  その他 

ギガビット級の   

     伝送速度 5～6GHz 帯 

  60GHz 帯 

応用分野 家庭内利用 

  オフィス・店舗・工場利用 

  公衆利用 

  

  

臨時ネットワーク 

（展示会, 学会、災害対策、軍事利用等） 

  移動体での利用 

  屋外通信 

  その他 

 

表 2-2 課題に関する解析軸 

大分類 中分類 

通信品質の向上   

  装置単体の通信速度の向上 

  システム全体の通信スループットの向上 

  通信リソースの適切な配分 

  遅延・ジッタの低減 

  通信の高信頼化 

  その他 

伝送効率の向上   

システム負荷の軽減・分散   

障害・誤動作の防止   

発生した障害への対策   

機密保護   

  情報漏洩の防止 

  情報の破壊、改ざんの防止 

  不正使用の防止 

  その他 

ネットワークの拡張性の向上   

コストの低減   

省電力化   

  アクセスポイントの省電力化 

  端末の省電力化 

  その他 

電波環境の向上   

接続時の最適化   

接続の継続性の向上   

中高速移動体への対応   

利便性の向上   

その他   
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表 2-3 解決手段に関する解析軸 

大分類 中分類 大分類 中分類 

高速化技術  システム構成 

  物理層での高速化 端末・アクセスポイントの構成 

  MAC 層での高速化 
 

ネットワーク構成 

  ネットワーク層での高速化  

  トランスポート層での高速化 運用形態 

  上位層での高速化 

アドホックネットワーク

通信技術 

アドホックネットワーク構成時の技術 

高信頼化技術  セキュリティ技術 

  管理技術 認証 

  干渉回避技術 暗号化 

  試験技術・監視技術 セキュリティパラメータの設定の簡易化 

  その他 

 

その他 

品質保証技術   その他 

（アクセス制御技術） 帯域制御 

  優先制御 

  自律分散制御（DCF） 

  集中制御（PCF,ポーリング） 

  その他 

 

 

 

２．対象とした特許文献 

今回の特許調査では、日本への出願、米国への出願、欧州への出願、中国への出願、韓国

への出願、台湾への登録を対象にしている。なお、欧州への出願は、欧州特許庁への出願（EPC

出願）だけでなく、イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、イタリア、スイス、フィンラ

ンド、スウェーデン、オーストリア、ベルギー、デンマーク、スペイン、アイルランド、ル

クセンブルク、ポルトガル、チェコ、ハンガリー、ルーマニア、スロバキア、ノルウェーの

各国への特許出願も対象としている。 

本調査において、分析対象とした特許出願の件数（表 2-4）は、日本への出願 8,640 件、

米国への出願 6,118 件、欧州への出願 5,068 件、中国への出願 2,871 件、韓国への出願 2,900

件で、全出願件数は 25,597 件、このうち各国で登録された特許が 7,127 件である。なお登録

特許に関してはこのほかに、台湾での登録特許 319 件も分析対象とした。なお、台湾につい

ては台湾の公開特許は 2004 年、2008 年公開分しか WPINDEX に収録されていないため、今回

は分析対象を登録特許のみとした。出願・登録動向の集計グラフにおいて、特に優先権主張

年 2007 年の数値は、データベースへの収録の遅れなどに影響されることに注意する必要があ

る。なお、登録特許は、検索日時点で公報が発行されデータベースに収録されたものを対象

にしている。 

出願件数は、日本への出願、米国への出願、欧州への出願の順に多く、続いて、韓国への

出願と中国への出願がほぼ同数である。 

 

表 2-4 対象とした出願先国別の特許出願件数 

出願先国 日本 米国 欧州 中国 韓国 合計 

出願件数 8,640 6,118 5,068 2,871 2,900 25,597 
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第２節 全体動向 

１．全体での出願動向 

1998 年から 2007 年までにおける、日本、米国、欧州、中国及び韓国への出願人国籍別出

願件数推移と出願人国籍の割合を、図 2-1 に示す。出願人国籍の割合では、日本国籍の出願

が多く 36.6％、次いで米国籍 27.4％、欧州国籍 19.1％、韓国籍 10.9％と続いている。出願

件数は 2003 年まで単調に増加し、それ以降減少の傾向がみられる。日本国籍出願人の出願も

2003 年がピークであるが、米国籍や欧州国籍出願人ほどはその後減少していない。 
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図 2-1 出願人国籍別出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願：公報単位で 

カウント） 
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２．出願先国別出願動向 

図 2-2 に出願先国別の出願件数推移と出願先国の割合を示す。出願先国ごとの総出願件数

に対する割合は日本への出願が 33.8％と最も多く、次いで米国が 23.9％、欧州が 19.8％、

韓国が 11.3％、中国が 11.2％となっている。 

 

図 2-2 出願先国別出願件数推移と出願先国の割合（日米欧中韓への出願） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．出願先国別出願人国籍別出願動向 

日本・米国・欧州・中国・韓国に対する出願先国別の出願人国籍別出願件数を表 2-5 に示

す。日本への出願（合計 8,640 件）では、トップは日本国籍出願人の出願件数で 6,721 件で

ある。次いで米国籍出願人の出願件数の 875 件、欧州国籍出願人の出願件数の 650 件と続く。

米国への出願（合計 6,118 件）では、トップは米国籍出願人の出願件数で 2,746 件である。

日本国籍出願人の出願件数は 1,147 件で 2 番目に多い。欧州への出願（合計 5,068 件）では、

トップは欧州国籍出願人の出願件数で 2,021 件である。日本国籍出願人の出願件数は 689 件

の 3 番目である。中国への出願（合計 2,871 件）では、トップは米国籍出願人の出願件数で

の 811 件である。日本国籍出願人の出願件数は 556 件で、3 番目である。なお、中国籍出願

人による出願件数は米国・欧州・日本国籍出願人による出願件数より少なく、448 件である。

韓国への出願（合計 2,900 件）では、トップは韓国籍出願人の出願件数の 1,269 件である。

日本国籍出願人の出願件数は 259 件と 4 番目となっている。 

 

表 2-5 出願先国別－出願人国籍別出願件数 

出願先国 出願人国籍 出願件数 合計 

日本 日本国籍 6,721

 米国籍 875

 欧州国籍 650

 中国籍 26

 韓国籍 285

 その他 83 8,640

米国 日本国籍 1,147

 米国籍 2,746

 欧州国籍 1,128

 中国籍 70

 韓国籍 617

 その他 410 6,118

欧州 日本国籍 689

 米国籍 1,717

 欧州国籍 2,021

 中国籍 50

 韓国籍 325

 その他 266 5,068

中国 日本国籍 556

 米国籍 811

 欧州国籍 650

 中国籍 448

 韓国籍 289

 その他 117 2,871

韓国 日本国籍 259

 米国籍 866

 欧州国籍 431

 中国籍 20

 韓国籍 1,269

 その他 55 2,900

日米欧中韓 5 カ国計 25,597
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４．出願先国別－出願人国籍別出願件数収支 

日本、米国、欧州、中国及び韓国における出願先国別－出願人国籍別出願件数収支を図 2-3

に示す。米国から他国への出願が多いのがみてとれる。特に欧州への出願が多く、日中韓へ

の出願に比べて 2 倍程度の件数となっている。 

また、米国籍出願人は日本へ 875 件出願しているのに対し、日本国籍出願人は米国へ 1,147

件出願しており、日本－米国との関係では、日本国籍出願人の出願件数が多いといえるが、

米国籍出願人は欧州・中国・韓国へそれぞれ 1,717 件，811 件，866 件出願しているのに対し、

欧州国籍出願人・中国籍出願人・韓国籍出願人は米国へそれぞれ 1,128 件，70 件，617 件出

願しており、米国－日本を除く各国・地域との関係では、いずれも米国籍出願人の出願件数

が多い。日本国籍出願人も韓国以外の国・地域へは、日本国籍出願人の出願件数が他国・地

域国籍出願人からの日本への出願件数を上回っている。 

 

図 2-3 出願先国別－出願人国籍別出願件数収支 1998～2007 年 
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第３節 技術区分別動向 

１．技術区分別の全体動向 

日米欧中韓への出願における無線 LAN 伝送技術の技術区分別出願人国籍別出願件数を図

2-4 に示す。技術区分別の出願件数を出願人国籍別にみた場合、以下のような違いがある。 

出願人国籍別に課題に関する出願件数が多いものを上から順にみると、日本国籍では、1

位 通信品質の向上、2 位 利便性の向上、3 位 伝送効率の向上、である。米国籍では、1 位 通

信品質の向上、2 位 ネットワークの拡張性の向上、3 位 利便性の向上、である。欧州国籍で

は、1 位 通信品質の向上、2 位 利便性の向上、3 位 ネットワークの拡張性の向上、である。

中国籍では、1 位 利便性の向上、2 位 通信品質の向上、3 位 機密保護、である。韓国籍で

は、1 位 通信品質の向上、2 位 利便性の向上、3 位 ネットワークの拡張性の向上、である。 

出願人国籍別に解決手段に関する出願件数が多いものを上から順にみると、日本国籍では、

1 位 高信頼化技術、2 位 システム構成、3 位 品質保証技術（アクセス制御技術）、である。

米国籍では、1 位 高信頼化技術、2 位 システム構成、3 位 アドホックネットワーク通信技

術、である。欧州国籍では、1 位 高信頼化技術、2 位 システム構成、3 位 アドホックネッ

トワーク通信技術、である。中国籍では、1 位 システム構成、2 位 高信頼化技術、3 位 セ

キュリティ技術、である。韓国籍では、1 位 高信頼化技術、2 位 システム構成、3 位 アド

ホックネットワーク通信技術、である。 

技術区分別に出願人国籍別の出願件数をみると、多くの技術区分で日本国籍が最も多いが、

ネットワークの拡張性の向上では日本国籍よりも米国籍、欧州国籍の方が多い。接続時の最

適化では日本国籍よりも欧州国籍の方が多い。接続の継続性の向上では日本国籍よりも米国

籍の方が多い。アドホックネットワーク通信技術では日本国籍と米国籍は同程度である。 
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２．技術区分「応用分野」における出願動向 

日米欧中韓への出願における応用分野別の出願件数割合を図 2-5 に示す。出願件数の割合

でみると最も多いのは家庭内利用の 31.6％となっている。オフィス・店舗・工場利用が 30.8％

と差がなく続き、次いで公衆利用の 21.7％となっている。 

 

図 2-5 応用分野別の出願件数の割合（日米欧中韓への出願）1998～2007 年 
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① 家庭内利用 

 家庭内利用における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-6 に示す。出願人国籍別割合

では日本国籍が最も多く 43.4％を占めている。次いで米国籍の 23.4％、韓国籍の 13.8％と

続く。年次推移をみると全体の出願件数は 1998 年から 2001 年にかけて増加し、2002 年でい

ったん減少するが、2005 年にかけて再び増加している。日本国籍出願人の出願件数は 1998

年から 2001 年にかけて増加し、2002 年でいったん減少した後 2004 年まで増加し、その後は

減少している。 
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図 2-6 家庭内利用における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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② オフィス・店舗・工場利用 

 オフィス・店舗・工場利用における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-7 に示す。出

願人国籍別割合では日本国籍が最も多く 39.9％となっている。次いで米国籍の 29.0％、韓国

籍の 12.7％と続く。年次推移をみると全体の出願件数は 1998 年から 2005 年にかけて増加し

ている。米国籍出願人の出願件数は 2005 年に日本国籍出願人の出願件数の約 2 倍でトップと

なっている。 

 

図 2-7 オフィス・店舗・工場利用における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への 

出願） 
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③ 公衆利用 

 公衆利用における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-8 に示す。出願人国籍別割合で

は日本国籍の出願は 33.2％、米国籍は 26.8％、欧州国籍は 19.5％となっている。年次推移

をみると全体の出願件数は 2002 年に 403 件でピークを迎え、翌年から減少するものの、2005

年には 351 件となり 2 番目のピークを形成している。欧州国籍出願人の出願は 2002 年、2003

年に特に集中しており、その他の年は 2002 年、2003 年に比べると 3 分の 1 程度の出願件数

となっている。 



図 2-8 公衆利用における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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３．技術区分「課題」における出願動向 

日米欧中韓への出願における課題別の出願件数割合を図 2-9 に示す。出願件数の割合でみ

ると通信品質の向上が最も多く 29.0％となっている。次いで利便性の向上が 14.5％、ネット

ワーク拡張性の向上が 9.1％と続く。 

 

図 2-9 課題別の出願件数の割合（日米欧中韓への出願）1998～2007 年 
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① 通信品質の向上 

通信品質の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-10 に示す。出願人国籍

別割合では日本国籍の出願が35.1％と最も多く、次いで米国籍の31.7％、欧州国籍の 18.9％、

韓国籍の 10.2％と続く。年次推移をみると全体の出願件数のピークが 2003 年にあり、その

後は 2006 年にわずかに増加がみられたものの、全体的には減少の傾向にある。 
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図 2-10 通信品質の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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② 利便性の向上 

利便性の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-11 に示す。出願人国籍別

割合では日本国籍の出願が最も多く、全体の 44.0％を占めている。次いで米国籍の 20.0％、

欧州国籍の 17.5％となっている。年次推移をみると全体の出願件数は 2003 年にピークを迎

えるが、日本国籍出願人の出願件数のピークは 2001 年となっている。 

 

図 2-11 利便性の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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③ ネットワークの拡張性の向上 

ネットワークの拡張性の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-12に示す。

出願人国籍別割合では米国籍の出願が最も多く全体の 35.9％を占めており、次いで欧州国籍

が 22.3％、日本国籍が 20.0％と同程度である。年次推移をみると欧州国籍出願人の出願件数

は 2002 年をピークに減少しているのに対し、韓国籍出願人の出願件数は 2005 年にかけて増

加している。 
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図 2-12 ネットワークの拡張性の向上における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓へ

の出願） 
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４．技術区分「解決手段」における出願動向 

日米欧中韓への出願における解決手段別の出願件数割合を図 2-13 に示す。出願件数の割

合でみると高信頼化技術が最も多く 34.4％を占めている。次いでシステム構成の 22.0％、ア

ドホックネットワーク通信技術の 12.4％、品質保証技術（アクセス制御技術）の 10.7％と続

く。 

 

図 2-13 解決手段別の出願件数の割合（日米欧中韓への出願）1998～2007 年 
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① 高信頼化技術 

高信頼化技術における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-14 に示す。出願人国籍別

割合では日本国籍の出願が最も多く 39.3％を占めている。次いで米国籍の 27.3％、欧州国籍

の 18.2％、韓国籍の 10.3％と続く。年次推移をみると全出願件数のピークは 2003 年でその

後は減少しているのに対して、日本国籍出願人の出願件数は 2003 年以降も大幅な減少がなく

2006 年まで一定程度の出願を維持している。 

 

図 2-14 高信頼化技術における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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② システム構成 

システム構成における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-15 に示す。出願人国籍別

割合では日本国籍が 29.4％、米国籍が 29.0％と同程度で多く、次いで欧州国籍の 21.3％、

韓国籍の 10.6％と続く。年次推移をみると全出願件数のピークは 2003 年で、その後は 2006

年にわずかに増加がみられたものの、全体的には減少の傾向にある。 

 

図 2-15 システム構成における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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③ アドホックネットワーク通信技術 

アドホックネットワーク通信技術における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-16 に

示す。出願人国籍別割合では米国籍が 31.3％、日本国籍が 31.1％と同程度に多く、欧州国籍

が 20.2％、韓国籍が 13.9％と続く。年次推移をみると全出願件数のピークは 2004 年にある

のに対して、米国籍出願人の出願件数のピークは 2002 年にある。 

 

225

415

462

700

587

369

211

116

84

14

100

200

300

400

500

600

700

800

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007

出願年（優先権主張年）

出
願

件
数

日本国籍 米国籍 欧州国籍 中国籍 韓国籍 その他 合計

優先権主張

1998-2007年

出願人国籍

図 2-16 アドホックネットワーク通信技術における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中

韓への出願） 
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④ 品質保証技術 

品質保証技術における出願件数推移と出願人国籍の割合を図 2-17 に示す。出願人国籍別

割合では日本国籍が最も多く全体の 44.8％を占めている。次いで米国籍の 26.6％、欧州国籍

の 15.4％、韓国籍の 9.4％と続く。年次推移をみると全出願件数のピークは 2003 年でその後

は減少しているのに対して、日本国籍出願人の出願件数は 2003 年以降も 2006 年までは一定

程度の出願件数を維持している。 

 

図 2-17 品質保証技術における出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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第４節 注目研究開発テーマの動向 

無線 LAN 伝送技術における注目研究開発テーマとして、以下の 2 テーマを選定し分析した。 

 

１．ギガビット通信を含む高速化技術の動向 

近年ではホーム向けの高品質通信（ハイビジョン映像の非圧縮転送など）への要求が高ま

り、ギガビット通信を含む高速化技術が注目されつつある。この分野の技術開発は、家電に

強い日本としては産業競争力強化につなげられる可能性がある。また、高速化技術の議論は

無線 PAN（Personal Area Network）において特に活発であり、無線 LAN における高速化技術

は、無線 PAN と重複するところはあるが、今後注目されるべき研究開発技術になると考えら

れる。そこで、本調査では、注目研究開発テーマの一つとしてギガビット通信を含む高速化

技術の動向を選定し、特許出願動向を分析した。 

動向分析には、第２章第１節で定めた解析軸による分類を利用することとし、また高速化

技術の動向を解析するのに適当な分類として、課題の大分類に属する「通信品質の向上」と、

解決手段の大分類に属する「高速化技術」とを選択し、「通信品質の向上」に分類された出

願と「高速化技術」に分類された出願の積集合を母集団として解析を行った。 

図 2-18 に出願人国籍別出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願）を示す。

出願件数は 2002 年から 2003 年にかけて大幅に増加し、さらに若干増加して 2004 年にピーク

を迎え、以降減少傾向にある。出願人国籍別出願割合をみると、米国籍が 37.3％で最も多く、

日本国籍が 31.1％で続いている。第 3 位の欧州国籍は 16.6％となっており、米国－日本の差

よりも、日本－欧州の差の方が大きい。次に、無線 LAN 伝送技術全体の特許出願動向（図 2-1）

と比べてみると、全体の出願動向では、2003 年にピークを迎え、その後出願件数が減少して

いるのに対し、「通信品質の向上」を課題とする「高速化技術」では、2004 年に出願件数の

ピークを迎えており、ピークの位置が 1 年後にずれている。また、全体動向の出願人国籍別

の出願件数（図 2-1）と比べると、全体動向では日本国籍出願人の出願件数が 36.6％、米国

籍出願人が 27.4％と日本国籍出願人の出願件数が米国より多い一方で、通信品質の向上を課

題とする高速化技術では、米国籍出願人の出願件数が日本を逆転して上回っている。 

 

図 2-18 「通信品質の向上」を課題とする「高速化技術」に関する出願人国籍別出願件数推移と

出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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２．移動通信を含む（シームレス）ハンドオーバ技術の動向 

現在、ノートパソコン等の端末がアクセスポイントに無線 LAN 接続するだけでなく、移動

体通信網や WiMAX 等の他の異種無線ネットワークへも接続しデータ通信を行うことは一般的

なこととなりつつある。そして、端末が移動中に無線 LAN への接続から他の異種無線ネット

ワークへ接続をシームレスに切り替えて通信を継続し、いつでもどこでも適切な無線ネット

ワークに継続的に接続しデータ通信を行うことは、ユビキタスなサービスを実現する上で必

須のことであるから、異種無線ネットワークにおける接続の継続性に関する技術は今後重要

な技術要素の一つとなると思われる。 

以上の理由から、本調査では接続の継続性の向上におけるハンドオーバを注目研究開発テ

ーマとして選定し、垂直ハンドオーバ（無線 LAN と他の異種無線ネットワークとの間のハン

ドオーバ）及び水平ハンドオーバ（無線 LAN 内におけるハンドオーバ）に分けて出願動向の

分析を行った。動向分析には、第２章第１節で定めた解析軸による分類を利用することとし、

分析対象の母集団は、課題の「接続の継続性の向上」に分類された出願と、解決手段の「垂

直ハンドオーバ」及び「水平ハンドオーバ」に分類された出願の積集合とする。なお、「垂

直ハンドオーバ」及び「水平ハンドオーバ」は、解決手段の「高信頼化技術」の下位項目（小

分類）である。 

 

（１）接続の継続性の向上を課題とする垂直ハンドオーバ 

図 2-19 に「接続の継続性の向上」を課題とする「垂直ハンドオーバ」に関する出願人国籍

別出願件数推移と割合（日米欧中韓への出願）を示す。出願件数は 2002 年と 2003 年に大き

く増加し、以降 2003 年～2005 年にピークを迎え、2006 年から減少している。出願人国籍別

にみると、米国籍出願人が 48.5％で最も多く、欧州国籍が 20.3％、韓国籍が 13.7％、日本

国籍が 13.1％と続いており、第 1 位の米国籍出願人が出願合計のほぼ半分を占めている。無

線 LAN 伝送技術全体の出願動向（図 2-1）と比較してみると、全体の出願動向では 2003 年に

ピークを迎えている一方で、「接続の継続性向上」を課題とする「垂直ハンドオーバ」の出

願動向では、2003 年から 2005 年にピークになる部分が数年にわたり広がっているという違

いがある。また、全体動向の出願人国籍別の出願件数では、日本国籍出願人が 36.6％で各国

出願人と比べ最も多い件数であったのに対し、「接続の継続性の向上」を課題とする「垂直

ハンドオーバ」では、日本国籍は 4 位である。このことから、日本国籍出願人は他国籍出願

人と比べ、無線 LAN 全体の出願の中で「接続の継続性の向上」を課題とする「垂直ハンドオ

ーバ」に関する出願をあまり活発にしていないと推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 25 － 



図 2-19 「接続の継続性の向上」を課題とする「垂直ハンドオーバ」に関する出願人国籍別出願

件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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（２）接続の継続性の向上を課題とする水平ハンドオーバ 

図 2-20 に「接続の継続性の向上」を課題とする「水平ハンドオーバ」に関する出願人国籍

別出願件数推移と割合（日米欧中韓への出願）を示す。出願件数は 1999 年から毎年単調に増

加して、2004 年にピークとなり、2005 年にいったん減少するが 2006 年に増加に転じている。 

出願人国籍別でみると、日本国籍が33.5％で最も多く、米国籍が 25.1％、欧州国籍が 21.7％、

韓国籍が 16.1％と続いている。中国籍は 2.2％である。なお、無線 LAN 伝送技術全体の出願

人国籍別の出願件数（図 2-1）と比べると、全体動向では 1 位の日本国籍出願人が 36.6％で、

2 位の米国籍出願人の出願件数が 27.4％、3 位の欧州国籍出願人が 19.1％であり、「接続の

継続性の向上」を課題とする「水平ハンドオーバ」の出願人国籍の割合は、全体動向の割合

に近い結果といえる。 

 

図 2-20 「接続の継続性の向上」を課題とする「水平ハンドオーバ」に関する出願人国籍別出願

件数推移と割合（日米欧中韓への出願） 
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（３）垂直ハンドオーバと水平ハンドオーバの比較 

垂直ハンドオーバと水平ハンドオーバにおける出願件数傾向を比較すると、相違する点が

いくつかある。例えば、①日米欧中韓への出願件数の出願人国籍別の順位は、垂直ハンドオ

ーバでは米国籍 1 位・日本国籍が 4 位であるのに対し、水平ハンドオーバでは、日本国籍 1

位・米国籍 2 位であり、日本国籍出願人と米国籍出願人においてハンドオーバに関する出願

傾向が異なる点、②日米欧中韓への出願件数推移において、垂直ハンドオーバでは、2002 年

以降急速に件数が増加し 2003 年から 2005 年にピークがきているのに対し、水平ハンドオー

バでは、1998 年以降徐々に（ほぼ直線的に）件数が増加し、2004 年にピークを迎えており、

ピークまでの増加傾向と、ピークの到来時期が異なる点、等である。 
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第５節 出願人別動向 

１．日米欧中韓への出願及び出願先国別の出願動向 

日米欧中韓への全体の出願件数の出願人上位ランキングを表 2-6 に示す。日米欧中韓への

出願件数でみると、大手半導体、通信機器、電機メーカーが上位を占めている。上位 3 位は、

三星電子（韓国）、モトローラ（米国）、ノキア（フィンランド）であり、特に 1 位の三星

電子は 2 位のモトローラの 2 倍弱と非常に多くの特許出願をしている。チップメーカーであ

るインテル（米国）、ブロードコム（米国）はそれぞれ 13、15 位に入っている。無線 LAN

カードや無線 LAN アクセスポイント等のセットメーカーは上位 30 位には入っていない。上位

30 位に入った出願人を国籍別に分けると、日本国籍 12 社、米国籍 8 社、欧州国籍 6 社、韓

国籍 2 社、中国籍 1 社、カナダ国籍 1 社である。 

日本国籍出願人については、上位 10 位内に東芝（5 位）、パナソニック（6 位）、ソニー

（8 位）、日本電気（9 位）、キヤノン（10 位）と 5 社が入っている。また、上位ランキン

グに入っているのは全て企業であり、研究機関や大学は入っていない。 

 

表 2-6 出願人別全体の出願件数上位ランキング（日米欧中韓への出願）1998～2007 年 

順位 出願人名称 出願件数 

1 三星電子（韓国） 1853 

2 モトローラ（米国） 1085 

3 ノキア（フィンランド） 1032 

4 コーニンクレッカ フィリップス エレクトロニクス（オランダ） 918 

5 東芝（日本） 910 

6 パナソニック（日本） 862 

7 インターデジタル テクノロジー（米国） 836 

8 ソニー（日本） 814 

9 日本電気（日本） 658 

10 キヤノン（日本） 607 

11 NTT ドコモ（日本） 604 

12 クアルコム（米国） 515 

13 インテル（米国） 513 

14 エリクソン テレフォン（スウェーデン） 427 

15 ブロードコム（米国） 426 

16 アルカテル ルーセント（フランス） 422 

17 日本電信電話（日本） 411 

18 トムソン ライセンシング（フランス） 379 

19 リサーチ イン モーション（カナダ） 341 

20 シーメンス（ドイツ） 313 

20 富士通（日本） 313 

22 三菱電機（日本） 302 

23 マイクロソフト（米国） 286 

24 IBM（米国） 276 

25 LG エレクトロニクス（韓国） 275 

26 日立製作所（日本） 272 

27 シャープ（日本） 271 

28 沖電気工業（日本） 237 

29 華為技術（中国） 220 

30 ハリス（米国） 204 

 

出願先国別の全体の出願件数の出願人上位ランキングを表 2-7 に示す。出願先国別でみる

と、三星電子（韓国）が米国・中国・韓国への出願でそれぞれ 1 位（欧州への出願は 2 位）

となっており、海外における三星電子の出願の多さが際立っている。加えて、モトローラ（米

国）が三星電子に次いで、米国・欧州・中国・韓国でそれぞれ 2 位、3 位、3 位、3 位となっ

ている。 
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日本国籍出願人は、日本への出願については日本企業が 1 位から 8 位までを占めているも

のの、米国・欧州・中国・韓国への出願ではそれぞれ 6 位、13 位、10 位、11 位が最高とな

っており、海外への出願数は他の国籍の企業と比較してあまり多くないといえる。 

 

表 2-7 出願人別出願件数上位ランキング（出願先国別）1998～2007 年 
日本への出願 米国への出願 欧州への出願 中国への出願 韓国への出願 

順

位 
出願人 

出

願 

件

数 

順

位
出願人 

出

願

件

数

順

位
出願人 

出

願

件

数

順

位
出願人 

出

願 

件

数 

順

位 
出願人 

出

願

件

数

1パナソニック（日本） 572 1三星電子（韓国） 499 1ノキア（フィンランド） 338 1三星電子（韓国） 246 1三星電子（韓国） 591

2東芝（日本） 555 2モトローラ（米国） 394 2三星電子（韓国） 271 2

コーニンクレッカ フィリ

ップス エレクトロニクス

（オランダ） 

165 2
インターデジタル テク

ノロジー（米国） 
240

3ソニー（日本） 501 3ノキア（フィンランド） 358 3モトローラ（米国） 267 3モトローラ（米国） 133 3モトローラ（米国） 169

4キヤノン（日本） 434 4インテル（米国） 237 4
インターデジタル テク

ノロジー（米国） 
229 4ノキア（フィンランド） 128 4

LG  エ レ ク ト ロ ニ ク ス

（韓国） 
165

5日本電信電話（日本） 397 5ブロードコム（米国） 184 5

コーニンクレッカ フィリ

ップス エレクトロニクス

（オランダ） 

225 4華為技術（中国） 128 5
韓 国 電 子 通 信 研 究 院

（韓国） 
131

6日本電気（日本） 392 6東芝（日本） 182 6シーメンス（ドイツ） 195 6
インターデジタル テク

ノロジー（米国） 
103 6

コーニンクレッカ フィリ

ップス エレクトロニクス

（オランダ） 

130

7NTT ドコモ（日本） 339 7

コーニンクレッカ フィリ

ップス エレクトロニクス

（オランダ） 

161 7
エ リ ク ソ ン  テ レ フ ォ ン

（スウェーデン） 
158 7インテル（米国） 95 7ノキア（フィンランド） 125

8三菱電機（日本） 258 8
インターデジタル テク

ノロジー（米国） 
151 8

アルカテル ルーセント

（フランス） 
156 8クアルコム（米国） 90 8クアルコム（米国） 99

9三星電子（韓国） 246 9ソニー（日本） 127 9
リサーチ イン モーショ

ン（カナダ） 
148 9

トムソン ライセンシング

（フランス） 
78 9

トムソン ライセンシング

（フランス） 
71

10

コーニンクレッカ フィリ

ップス エレクトロニクス

（オランダ） 

237 10
エ リ ク ソ ン  テ レ フ ォ ン

（スウェーデン） 
123 10インテル（米国） 143 10パナソニック（日本） 74 10KT（韓国） 62

11シャープ（日本） 214 11クアルコム（米国） 122 11クアルコム（米国） 138 11ブロードコム（米国） 73 11ソニー（日本） 52

12沖電気工業（日本） 204 12日本電気（日本） 107 12ブロードコム（米国） 127 12ソニー（日本） 71 12ブロードコム（米国） 42

13日立製作所（日本） 181 13マイクロソフト（米国） 104 13NTT ドコモ（日本） 103 13NTT ドコモ（日本） 68 13
エスケーテレコム 

（韓国） 
39

14富士通（日本） 143 14
シスコ テクノロジー 

（米国） 
99 14東芝（日本） 99 14

エ リ ク ソ ン  テ レ フ ォ ン

（スウェーデン） 
67 14マイクロソフト（米国） 38

15日立国際電気（日本） 136 15
リサーチ イン モーショ

ン（カナダ） 
98 15

トムソン ライセンシング

（フランス） 
97 14日本電気（日本） 67 15パナソニック（日本） 37

16KDDI（日本） 113 16 IBM（米国） 94 16パナソニック（日本） 88 16東芝（日本） 60 16 IBM（米国） 35

16
インターデジタル テク

ノロジー（米国） 
113 17

アルカテル ルーセント

（フランス） 
92 17日本電気（日本） 84 17

アルカテル ルーセント

（フランス） 
57 16ハリス（米国） 35

18リコー（日本） 109 18パナソニック（日本） 91 18ソニー（日本） 63 18
リサーチ イン モーショ

ン（カナダ） 
48 18

リサーチ イン モーショ

ン（カナダ） 
31

19
アルカテル ルーセント

（フランス） 
96 19NTT ドコモ（日本） 79 18マイクロソフト（米国） 63 19キヤノン（日本） 44 19富士通（日本） 25

20
NEC イ ン フ ロ ン テ ィ ア

（日本） 
87 20富士通（日本） 78 20ハリス（米国） 57 20 IBM（米国） 40 20インテル（米国） 22

20セイコーエプソン（日本） 87 21キヤノン（日本） 76 21
シスコ テクノロジー 

（米国） 
53 21シーメンス（ドイツ） 35 20キヤノン（日本） 22

22
国 際 電 気 通 信 基 礎 技

術研究所（日本） 
85 22

トムソン ライセンシング

（フランス） 
71 22

フランス テレコム 

（フランス） 
52 22マイクロソフト（米国） 34 22

アルカテル ルーセント

（フランス） 
21

23ノキア（フィンランド） 83 23AT&T（米国） 64 23
インフィニオン テクノロ

ジーズ（ドイツ） 
49 23

シスコ テクノロジー 

（米国） 
33 23

ソウル大学校産学協力

財団（韓国） 
20

23京セラ（日本） 83 24
NEC イ ン フ ロ ン テ ィ ア

（日本） 
55 24

ヒューレット・パッカード

（米国） 
44 24ZTE（中国） 31 24バッファロー（日本） 19

25 IBM（米国） 67  25
テリア・ソネラ フィンラ

ンド（フィンランド） 
41 25富士通（日本） 30 24

三星 エレクトロメカニク

ス（韓国） 
19

 

２．技術区分別動向 

技術区分別の出願動向では、全体動向で上位に入っている三星電子（韓国）、東芝、モト

ローラ（米国）、ノキア（フィンランド）、コーニンクレッカ フィリップス エレクトロニ

クス（オランダ）等が上位に入っている。 

応用分野の項目では、いずれの分類でも日本国籍出願人が出願件数で上位になっているが、

これは日本特許（出願先が日本）に応用分野の記載が多い傾向にあることが理由と推測され

る。海外企業では、三星電子（韓国）が応用分野のうち「移動体での利用」以外でそれぞれ

2 位～3 位に入っている。 

また、課題の項目では、三星電子（韓国）が「機密保護」を除く全ての課題で 1 位または
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2 位になっている。日本国籍出願人については、東芝、パナソニック、ソニー、日本電気等

が各課題の上位に入っているが、「ネットワークの拡張性の向上」では最も出願件数が多いソ

ニーでも 11 位と、他国籍出願人と比べ少ない。「利便性の向上」、「伝送効率の向上」で日本

国籍出願人が多く、「利便性の向上」ではソニーが 1 位である。海外企業ではインターデジタ

ルテクノロジー（米国）が「接続の継続性の向上」、「ネットワークの拡張性の向上」で 1 位、

2 位になっているのが注目される。 

さらに、解決手段の項目では、三星電子（韓国）が「セキュリティ技術」以外の解決手段

で全て 1 位になっており、ノキア（フィンランド）が「セキュリティ技術」の 1 位となって

いる。日本国籍出願人は「システム構成」を除けば 2 位または 3 位に入っている。「システム

構成」はパナソニックの 4 位が最高である。「品質保証技術」、「アドホックネットワーク通信

技術」、「セキュリティ技術」等が、日本企業が比較的上位に入っている解決手段である。 

 

表 2-8 応用分野における出願人別出願件数上位ランキング（日米欧中韓への出願） 

1998～2007 年 

出願人 
応用分野 

1 位 2 位 3 位 

家庭内利用 東芝（日本） 三星電子（韓国） ソニー（日本） 

オフィス・店舗・工場利用 東芝（日本） 三星電子（韓国） モトローラ（米国） 

公衆利用 東芝（日本） トムソン ライセンシング 

（フランス） 
三星電子（韓国） 

移動体での利用 パナソニック（日本） 東芝（日本） デンソー（日本） 

 

表 2-9 課題における出願人別出願件数上位ランキング（日米欧中韓への出願）1998～2007 年 

出願人 
課題 

1 位 2 位 3 位 

通信品質の向上 三星電子（韓国） パナソニック（日本） コーニンクレッカ フィリップス  

エレクトロニクス（オランダ） 

利便性の向上 ソニー（日本） 三星電子（韓国） 日本電気（日本） 

伝送効率の向上 三星電子（韓国） ソニー（日本） 東芝（日本） 

機密保護 ノキア（フィンランド） 東芝（日本） トムソン ライセンシング 

（フランス） 

接続の継続性の向上 インターデジタル テクノロジー 

（米国） 
三星電子（韓国） モトローラ（米国） 

ネットワークの拡張性の向上 三星電子（韓国） インターデジタル テクノロジー 

（米国） 
モトローラ（米国） 

省電力化 三星電子（韓国） モトローラ（米国） パナソニック（日本） 

 

表 2-10 解決手段における出願人別出願件数上位ランキング（日米欧中韓への出願） 

1998～2007 年 

出願人 解決手段 

1 位 2 位 3 位 

高信頼化技術 三星電子（韓国） コーニンクレッカ フィリップス エ

レクトロニクス（オランダ） 
東芝（日本） 

システム構成 三星電子（韓国） モトローラ（米国） ノキア（フィンランド） 

品質保証技術 三星電子（韓国） パナソニック（日本） ノキア（フィンランド） 

アドホックネットワーク通信技術 三星電子（韓国） モトローラ（米国） ソニー（日本） 

セキュリティ技術 ノキア（フィンランド） 東芝（日本） トムソン ライセンシング 

（フランス） 
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３．注目出願人の出願動向 

注目すべき出願人として、研究開発リーダーでは 7 社またはグループ、ビジネスリーダー

では 6 社またはグループ、計 13 社またはグループを選定した。それらの出願人を通じて特許

出願動向の詳細を調査した。 
 

（１）研究開発リーダーの出願動向 

研究開発リーダーとして、日本企業から日本電信電話グループ、東芝グループの 2出願人、

海外企業から三星電子（韓国）グループ、モトローラ（米国）、ノキア（フィンランド）グル

ープ、インターデジタル テクノロジー（米国）、アルカテル ルーセント（フランス）グル

ープの 5 出願人、計 7 出願人を選定した。 

研究開発リーダーの日米欧中韓への出願の出願件数推移を図 2-21 に示す。三星電子（韓

国）グループは 2001 年まで漸増していたが、2002 年から 2003 年にかけて急増し、その後 2005

年までほぼ横這いとなっている。出願件数は非常に多く、2003 年から 2005 年は他の研究開

発リーダーと比べ倍以上の出願をしている。三星電子グループ以外の他の研究開発リーダー

も 2003 年から 2004 年にピークがあり、ノキア（フィンランド）グループ、日本電信電話グ

ループ、アルカテル ルーセント（フランス）グループは、その後は 2006 年までほぼ横這い

であり、モトローラ（米国）、東芝グループ、インターデジタル テクノロジー（米国）は減

少している。 
 

図 2-21 注目出願人（研究開発リーダー）別の出願件数推移（日米欧中韓への出願） 
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東芝グループ 日本電信電話グループ インターデジタル　テクノロジー（米国）

アルカテル　ルーセント（フランス）グループ
 
 

（２）ビジネスリーダーの出願動向 

ビジネスリーダーとしては、日本企業からバッファロー、アルプス電気、海外企業からイ

ンテル（米国）、ブロードコム（米国）、アセロス コミュニケーションズ（米国）、シスコシ

ステムズ（米国）グループ、計 6 出願人を選定した。 

ビジネスリーダーの日米欧中韓への出願の出願件数推移を図 2-22 に示す。いずれのビジ

ネスリーダーも 2001 年から 2002 年を境に増加し、ブロードコム（米国）を除く 5 ビジネス

リーダーは 2002 年から 2003 年をピークとしてその後は減少している。研究開発リーダーと

比べると全体として件数が少ない。 



図 2-22 注目出願人（ビジネスリーダー）別の出願件数推移（日米欧中韓への出願） 
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 バッファロー アルプス電気 インテル（米国）
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ブロードコム（米国） アセロス　コミュニケーションズ（米国） シスコシステムズ（米国）グループ

 



第３章 無線 LAN 伝送技術に関する研究開発動向調査 

 

第１節 調査方法と対象とした論文・学会誌 

論文データベース（JSTPlus）でキーワード検索し、技術分類した論文について、全体動

向・技術区分別動向・注目研究開発テーマ動向・研究者所属機関／研究者別動向につき調査

した。また、論文発表と特許出願の動向を比較し分析を行った。 

対象とする時期的範囲は 1998 年から 2008 年発行の論文（会議録を除く、抄録あり）であ

り、当該検索を行った日は 2009 年 9 月 24 日である。また、対象とする検索範囲は無線 LAN

関係の論文が比較的多く発表されていると思われる論文・学会誌を選択した。選択した論文・

学会誌（件数上位 20 位）を表 3-1 に示す。分析対象論文の総数は 3639 件である。 

論文データベースにより検索した論文については、無線 LAN 伝送技術以外の分野のもの、

課題と解決手段という観点が明確でないものを除き、特許分析と同様の分析軸で分類した。 

さらに、国際論文の発表件数の比較を行うために、JSTPlus によるキーワード検索で抽出

した論文のうちで IEEE（米国電気電子学会）発行の無線 LAN 技術が関連すると思われる雑誌

を、国内誌を除く海外主要誌として選定した。選定した海外主要誌収録の論文総数は 1,969

件である。 

 

表 3-1 JSTPlus にて検索抽出し調査対象とした論文・学会誌（国内誌を含む全誌） 

（発表件数でのランキング上位 20 位） 

順位 雑誌名 発表件数 

1 電子情報通信学会技術研究報告 1102 

2 Conference Record. IEEE GLOBECOM 357 

3 情報処理学会研究報告 354 

4 IEEE International Conference on Communications 332 

5 Proceedings. IEEE INFOCOM 234 

6 IEEE Transactions on Mobile Computing 152 

7 IEEE Journal on Selected Areas in Communications 142 

8 IEEE Transactions on Wireless Communications 133 

9 IEEE Transactions on Vehicular Technology 128 

10 電子情報通信学会論文誌 B 101 

11 情報処理学会論文誌 85 

12 IEEE Communications Magazine 84 

13 
14th IEEE 2003 International Symposium on Personal, Indoor and Mobile Radio 
Communications Proceedings, Vol.1～3 77 

14 IEEE Wireless Communications 75 

15 IEEE Vehicular Technology Conference 66 

16 IEEE/ACM Transactions on Networking 46 

17 IEEE Transactions on Communications 43 

18 IEEE Network 36 

19 IEEE Microwave and Wireless Components Letters 29 

20 電子情報通信学会論文誌 A 14 

 

第２節 全体動向 

図 3-1、図 3-2 に、国内誌を含む全誌及び国内誌を除く海外主要誌における、研究者所属

機関の国籍と論文発表件数との関係を示す。 

国内誌を含む全誌では国籍別にみると、日本国籍所属機関の発表件数が 1713 件（47.1％）

で最も多く、次いで米国籍所属機関が 910 件（25.0％）、さらに、欧州国籍所属機関 415 件

（11.4％）、中国籍所属機関 133 件（3.7％）、韓国籍所属機関 104 件（2.9％）と続いている。

日本国籍所属機関の発表件数が他の国籍所属機関と比較して多いのは、選択した電子情報通

－ 33 － 



信学会発行の国内誌における発表件数が海外誌と比較して相対的に多く、また電子情報通信

学会では、日本国籍の大学・研究機関が多く発表していることも一因と思われる。 

件数推移については、対象調査範囲の始めである 1998 年以降増加を続け、2005 年にピー

クとなり、2006 年に減少後ほぼ横這いである。日本国籍所属機関の発表も同様の傾向である

が、減少の割合は小さい。 

研究者所属機関国籍別論文発表件数ではその他の国籍が比較的多いが、内訳はカナダ、台

湾が多く、次いでオーストラリア、シンガポールとなっている。 

国内誌を除く海外主要誌では研究者所属機関国籍の米国籍が最も多く（46.1％）、欧州国籍

（21.1％）、中国籍（6.7％）、韓国籍（4.6％）と続き、日本国籍の発表件数は少ない（3.2％）。 

 

図 3-1 研究者所属機関国籍別論文発表件数推移と割合（JSTPlus）  国内誌を含む全誌 
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図 3-2 研究者所属機関国籍別論文発表件数推移と割合（JSTPlus）  国内誌を除く海外主要誌 
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る。特許でも「通信品質の向上」が一番多いのは同様であるが、特許では出願件数の多い課
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少ない。解決手段では、「アドホックネットワーク通信技術」（1405 件）が最も多く、次いで

「高信頼化技術」（806 件）、「高速化技術」（499 件）の順になっており、「高信頼化技術」の

多い特許出願（図 2-4）とは傾向に相違がみられる。 

研究者所属機関国籍別の技術区分ごとの論文発表件数では（国内誌を含む全誌）、国籍に

よる差はあまりみられないが、日本国籍所属機関の論文では、他の国籍の所属機関と比較し

て、応用分野の「移動体での利用」、課題の「電波環境の向上」、「利便性の向上」等が比較的

多い。また、「アドホックネットワーク通信技術」の論文が多いが、これは、アドホックネッ

トワーク通信技術（アドホックネットワークルーティング等）を単に無線 LAN 技術を利用し

て検証することを研究目的としており、無線 LAN 伝送特有の技術を研究目的としていない論

文が多く含まれていることも一因と思われる。 

 

図 3-3 研究者所属機関国籍別の技術区分ごとの論文発表件数（JSTPlus）  国内誌を含む全誌 
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第４節 注目研究開発テーマの動向 

注目研究開発テーマのうち、「ギガビット通信を含む高速化技術」、「移動通信を含む（シ

ームレス）ハンドオーバ技術（垂直ハンドオーバ技術）」につき、研究者所属機関国籍別論

文発表件数推移と割合を図 3-4、図 3-5 に示した。 

「ギガビット通信を含む高速化技術」の論文発表件数は、2003～2005 年にピークとなり、

その後件数が著しく変動しつつも下降傾向にある（国内誌を含む全誌）。 

「移動通信を含む（シームレス）ハンドオーバ技術（垂直ハンドオーバ技術）」の論文出

願数は全体で 32 件と少ない（国内誌を含む全誌）。 

 

図 3-4 「ギガビット通信を含む高速化技術」における研究者所属機関国籍別論文発表件数推移

と割合（国内誌を含む全誌） 
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図 3-5 「接続の継続性の向上における垂直ハンドオーバ技術」における研究者所属機関国籍別

論文発表件数推移と割合（国内誌を含む全誌） 
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第５節 研究者所属機関別・研究者別の動向 

表 3-2 に、論文データベース JSTPlus を対象とした、研究者所属機関別論文発表件数上位

ランキングを示す。 

研究者所属機関別論文発表件数上位ランキングでは、国内誌を含む全誌、国内誌を除く海

外主要誌ともにカリフォルニア大学（米国）が 1 位である。国内誌を含む全誌ではカリフォ
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ルニア大学以外では日本国籍の所属機関、研究者が上位を占めているが、国内誌を除く海外

主要誌では日本国籍の所属機関・研究者は上位 10 位以内に入っていない。国内誌を除く海外

主要誌では、米国の大学が上位ランキングに多く入っているが、米国以外では香港科技大学

（中国）、ソウル大学（韓国）が 4、6 位に入っている。 

 なお、第３章第３節でも述べたように、「アドホックネットワーク通信技術」の論文が多い

ため研究者所属機関と研究者のランキング（表 3-2）ではアドホックネットワーク通信技術

の論文の多い所属機関、研究者が上位を占めているが、「アドホックネットワーク通信技術」

の論文の中には、アドホックネットワーク通信技術（アドホックネットワークルーティング

等）を単に無線 LAN 技術を利用して検証することを研究目的として、無線 LAN 伝送特有の技

術については研究目的としていない論文が多く含まれていることに留意する必要がある。 

 

表 3-2 研究者所属機関別論文発表件数上位ランキング（JSTPlus） 

国内誌を含む全誌 国内誌を除く海外主要誌 

順位 研究者所属機関名（国籍） 発表件数 順位 研究者所属機関名（国籍） 発表件数

1 カリフォルニア大学（米国） 164 1 カリフォルニア大学（米国） 163

2 東京電機大学（日本） 143 2 イリノイ大学（米国） 49

3 大阪大学（日本） 136 3 メリーランド大学（米国） 47

4 国際電気通信基礎技術研究所（日本） 101 4 テキサス大学（米国） 46

5 日本電信電話（日本） 96 4 香港科技大学（中国） 46

6 静岡大学（日本） 87 6 ソウル大学（韓国） 44

7 慶応義塾大学（日本） 81 7 フロリダ大学（米国） 42

8 東京大学（日本） 69 8 コーネル大学（米国） 34

9 情報通信研究機構（日本） 65 8 スタンフォード大学（米国） 34

10 NTT ドコモ（日本） 58 10 ウォータールー大学（カナダ） 33

 

第６節 論文動向と特許動向との比較 

図 3-6 に、論文発表件数推移と、同じ年に出願（優先権主張）された特許出願件数推移を

示す。論文発表件数は 2003 年まで増加していることから、この点については特許出願と同じ

傾向にあるといえる。しかしながら、特許出願は 2003 年をピークとして減少しているのに対

し、論文発表件数は 2005 年にピークを迎え、その後も 2006 年に減少した後、ほぼ一定数の

発表件数が継続している点で異なる傾向にある。 

 

図 3-6 論文と特許の件数推移の比較（日米欧中韓への出願、国内誌を含む全誌） 

1,606

3,598 3,572

1,585

2,085

548
740

4,219

4,696

2,948

604

497

511

47

255

194

105

117

407

471

431

0

100

200

300

400

500

600

700

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

論文発行年／特許出願年（優先権主張年）

論

文

発
表

件

数

(

全

誌

)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

特

許
出

願

件

数

特許出願件数 論文発表件数(国内誌を含む全誌)

－ 37 － 



第４章 無線 LAN 伝送技術に関する政策動向調査 

 

第１節 産業政策動向 

無線 LAN に限定された科学技術政策・産業政策は限られている。そこで無線 LAN を含む通

信ネットワークという視点で、ICT（情報通信技術：Information and Communication 

Technology）に関する科学技術政策・産業政策を調査した。 

 

１．日本の産業政策 

日本では 2000 年に高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（IT 基本法）が成立した。

2001 年 1 月に IT 戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）を内閣官房に設

置して「e-Japan 戦略」を決定し、2005 年までに世界最先端の IT 国家を目指した。2003 年 7

月には、さらにこれを発展させた「e-Japan 戦略Ⅱ」を策定し、このプロジェクトを推進し

てきた。さらに 2006 年 1 月には「IT 新改革戦略」を策定し、2011 年までにデジタル・デバ

イドのないインフラ整備を実現するとしている。 

2005 年 4 月、経済産業省産業構造審議会情報経済分科会において、政府における今後の

IT 国家戦略の検討に資するため、「情報経済・産業ビジョン」がとりまとめられた。同じく

2005 年 4 月には総務省の「u-Japan 政策」が策定され、その中ではユビキタス社会を 2010

年までに実現することを目指すこととされている。2007 年には、総務省のネットワークアー

キテクチャに関する調査研究会での検討結果を受けて、産学官の英知を結集して、基礎研究

から応用に至るまでのロードマップの作成、社会・経済的側面の検討、国際標準化の推進、

実証実験等を推進する母体として「新世代ネットワーク推進フォーラム」が設立された。 

無線 LAN のプロジェクトとしては、2003 年度から 2005 年度に NEDO（独立行政法人新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構）で行われた高度情報通信機器・デバイス基盤プログラムの

「デジタル情報機器相互運用基盤プロジェクト（無線 LAN スポット分野）」がある。これは無

線 LAN ネットワーク利用環境を実現するため、無線 LAN スポットにおいて新たなサービスを

提供時に管理・運用が容易にできる基盤技術を開発するものである。また、2004 年度から 2008

年度には NICT（独立行政法人情報通信研究機構）の委託研究「超高速ギガビット無線 LAN の

研究開発」が行われ、60GHz 帯の電波を使用し 3Gbps の伝送速度を達成したとの成果が発表

されている。 

 

２．海外の産業政策 

米国では、国家科学技術会議 NSTC（National Science and Technology Council）が情報

通信分野の研究開発を積極的に推進しており、2005 年から NSTC の下部組織である NITRD

（Networking and Information Technology Research and Development）が中心となり進め

られている。NITRD は、各研究機関の IT 関連研究開発プログラムの横断的なとりまとめ役を

果たしている。 

欧州の ICT 政策は、2000 年 3 月のリスボン宣言を受けて制定された「eEurope2005」など

を通じて実行されてきた。欧州委員会（European Commission）は、「eEurope2005」に続き、

ICT による生産性の向上、公共サービスの向上を目指した新たな政策ビジョンとして

「i2010：成長と雇用のための欧州情報社会」（2005～2010 年）を発表した。 

中国では、2001 年に発表した「第 10 次五カ年計画」に基づき、情報通信産業を中国最大
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の産業に発展させることを目標にしている。2006 年からの「第 11 次五カ年計画」では、2010

年までに情報通信産業の付加価値を GDP の 10％にする目標を設定している。さらに 2020 年

を目標とした「国家情報化発展戦略」（2006～2020 年）を発表している。 

韓国では、2001 年に科学技術基本法を策定し、2007 年に 2008 年から 2012 年をターゲッ

トにした第 2 次科学技術基本計画が策定された。ICT 分野全体としては、中長期の国家情報

通信政策として、2006 年に「u-Korea 基本計画」（2006～2015 年）が承認された。 

台湾では、2002 年に「挑戦 2008－国家発展 6 カ年計画」をスタートさせた。これが ICT

政策の基本となっている。この計画の柱の一つである「e－台湾計画」は、IPv6 の導入とそ

の普及、無線 LAN のインフラを普及させ、中小企業向けのブロードバンド・サービスを広く

提供しようとするものである。 

 

第２節 無線 LAN での周波数帯の割り当て動向 

有限な周波数を有効に使うためには国際的に秩序ある使用方法の確立が必要である。その

ため電波の使用方法は、ITU（国際電気通信連合）の下に管理されており、それをもとに各国

では国内法令（日本では電波法及び諸規則）で規制・管理されている。各国の状況により、

周波数の割り当てが異なっている。ここでは日本の各種電波の使用割り当ての状況を図 4-1

に示す。 

現在、使われている周波数帯は 2.4GHz 帯と 5GHz 帯である。2.4GHz 帯は Bluetooth（ブル

ートゥース エスアイジー，インコーポレーテッドの登録商標）でも使われている。 19GHz

帯は無線局免許が必要なため使われなくなった。5GHz 帯は高速伝送が可能であるが、レーダ

などとの共用になるので、一部屋内使用に限定されるなど、使用方法が制限されている。将

来的には 60GHz 帯が、非常に広い帯域が使え、伝送速度の大幅な向上が期待できるので、イ

ンフラ（ハード、制御方法、標準化）の開発が進められている。 
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図 4-1 無線 LAN にかかわる周波数帯の割り当て状況（国内） 
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最近の動きではテレビの地上波アナログから地上波デジタルへの移行に伴う、ホワイトス

ペースの有効利用が検討されている。ホワイトスペースとは地域的または時間的に使われて

いない周波数帯域のことである。米国連邦通信委員会(FCC: Federal Communications 

Commission)は、この周波数帯域を免許不要で使わせることを決定した。日本では、2011 年 7

月のアナログテレビ放送停止後のホワイトスペースの使い方について、総務省が中心となり

検討が進められている。 
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第５章 無線 LAN 伝送技術に関する市場環境調査 

 

第１節 市場動向 

全世界の市場規模は 2008 年で、無線 LAN モジュール が 1800 億円程度、Bluetooth（ブル

ートゥース エスアイジー，インコーポレーテッドの登録商標）チップセットが 1700 億円程

度である。今後、数量的にはともに大きく増加するが、単価は下落していくと予想されてい

る（2009 有望電子部品材料調査総覧（上巻） 2008 年 12 月 5 日 株式会社富士キメラ総研

発行 124 頁）。 

無線 LAN モジュールは、1999 年に IEEE802.11b が標準化され、その対応製品が出荷された

ことをきっかけに市場が伸び始めた。2003 年には IEEE802.11b と同じ周波数帯で高速化を実

現した IEEE802.11g が標準化され、その対応商品が出荷されたため、2002 年から 2005 年に

かけてはほとんど単価が下がらず、数量、金額ともに急激に増加した。2006 年から 2008 年

にかけて数量は伸びたが単価の低下により金額は減少した。2009 年以降は新たに標準化され

た IEEE802.11n の対応製品が出荷されることにより、数量の増加とともに金額も緩やかに増

加すると予測されている。 

Bluetooth チップセットは、2001 年の製品化から徐々に市場を広げてきた。当初は携帯電

話機への搭載が主流だったが、据え置き型ゲーム機におけるワイヤレスコントローラの普及

が近年の市場の大幅な伸びにつながっているとみられる。今後も数量、金額とも漸増すると

予測されている。 

無線 LAN チップセットではブロードコム（米国）、インテル（米国）など米国のメーカー

が大手である。また、Bluetooth チップセットでは CSR（英国）、ブロードコム（米国）など

欧州と米国のメーカーが大手である（2009 有望電子部品材料調査総覧（上巻） 2008 年 12

月 5 日 株式会社富士キメラ総研発行 127 頁）。 

無線 LAN チップセットでは米国のメーカーが大手であるが、実際の生産地はファウンドリ

ーメーカー等が存在する台湾を中心とする東アジアである。無線 LAN チップセットの世界の

地域別生産量比率では、東アジアがほぼ 100％である（2009 有望電子部品材料調査総覧（上

巻） 2008 年 12 月 5 日 株式会社富士キメラ総研発行 126 頁）。 

無線 LAN 及び Bluetooth を搭載した製品（アプリケーション）の市場規模として、ノート

PC と携帯電話の全世界の市場規模をみると、ノート PC は 2009 年で 1.5 億台であり、2013

年には 2.9 億台になると予測されている（RESEARCH BULLETIN FEBRUARY 18,2010 IC 

Insights,Inc.）。無線 LAN ではノート PC が大きなアプリケーションであり、今後もその地

位は変わらないと考えられるが、ゲーム機、携帯電話、デジタルスチルカメラ等への搭載が

増加しており、今後の市場拡大の担い手として期待される。携帯電話は 2009 年で 10 億台で

あり、2013 年には 13 億台になると予測されている（ニュースリリース 2009 年 12 月 21 日 

株式会社野村総合研究所）。 

 

第２節 標準化動向 

無線 LAN の標準化は、IEEE802 委員会（Institute of Electrical and Electronics Engineers 

802 Projects）の 802.11 ワーキング・グループでの仕様がデファクトスタンダードとなって

いる。IEEE802.11 ワーキング・グループの活動に参加している日本人の投票権者（Voter）

数は欧州や韓国、台湾等と比較して多いものの、米国の 3 分の 1 程度の数であり、IEEE802.11
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での標準化活動の主導権を握っているのは米国である。IEEE802.11 ワーキング・グループの

中の各タスク・グループ（TG）の活動の主なものを図 5-1 に取り上げる。 

1990 年に IEEE802 委員会に IEEE802.11 ワーキング・グループが設けられ、無線 LAN の標

準化がスタートした。IEEE802.11 ワーキング・グループは 7 年かけて 1997 年に最初の標準

規格「IEEE802.11」を完成させた。標準規格「IEEE802.11」規格が制定された後、IEEE802.11

ワーキング・グループの中のタスク・グループ b（TGb）で、2.4GHz 帯の周波数を使用して、

物理層の高速化の検討が開始され、1999 年に、最高 11Mbps の伝送速度の IEEE802.11b 規格

が制定された。1997 年にタスク・グループ a（TGa）が 5GHz の帯域を使った高速の伝送速度

を実現する物理層の検討を開始し、1999 年に最高 54Mbps の伝送速度の IEEE802.11a 規格が

完成した。さらにその後 TGg が、既存の IEEE802.11b 規格との互換性を保った 2.4GHz 帯のさ

らなる高速化を目指して作業を進め、IEEE802.11a と同じ最高 54 Mbps の IEEE802.11g 規格

が 2003 年に制定された。TGn は 100Mbps 以上の高速無線 LAN 規格の制定を目指して 2003 年 9

月から活動を開始した。IEEE802.11n 規格は最大 600Mbps の伝送速度を実現し、2009 年 9 月

に承認された。5GHz 帯と 2.4GHz 帯を用いている。さらに高速化を目指して VHT（Very High 

Throughput）と総称される TGac/TGad が活動を開始している。そのほか、アクセス制御やセ

キュリティ技術などの標準化を行っている。ホワイトスペースについても TGaf が活動を開始

している。 

IEEE802.11 標準化以外の標準化としては、1994 年にエリクソンにより、携帯電話を中心

として、その周辺機器を無線で接続するために検討された技術がもとになっている

Bluetooth、ETSI（European Telecommunications Standards Institute 欧州電気通信標準化

機構）が定めた規格の HIPERLAN（High Performance Radio LAN）、MMAC（Multimedia Mobile 

Access Communications マルチメディア移動アクセス推進協議会）の ARIB（Association of 

Radio Industries and Businesses 電波産業会）標準規格 HiSWANa などがある。 
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図 5-1 無線 LAN 伝送技術に関する標準化の変遷 

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

日本総務相

5GHzの屋外

使用許可

2002

▼

IEEE 802.11j

(日本）

標準化

2004

▼

IEEE 802.11e

(QoS）

標準化

2005

▼

IEEE 802.11i

(セキュリティ）

標準化

2004

▼

2004

WPA2を発表
▼

WPAを発表

2002
▼

Wi-Fi Alliance
に改称

2002

▼業界団体として
WECAが発足

1999

▼

IEEE 802.11p

(移動体）

標準化予定

2010

▼

IEEE 802.11s

(メッシュネットワーク）

標準化予定

2010

▼

IEEE 802.11aa

(ストリーミング）

標準化予定

2011

▼

Bluetooth
Ericsson,Nokia,
IBM,Intel,東芝が
Bluetooth SIG
結成

1998
▼

1992～ Ericssonが研究

製品化→
徐々に普及

2001
▼

バージョン
2.0発表

2004
▼

バージョン
2.0製品化

2005
▼

物理層にWi-Fi
利用

2009
▼

IEEE802.11

作業部会発足

1990

▼

FCC ISM帯

免許不要化

1987

▼

IEEE802.11

（～2Mbps）

標準化

1997

▼

FCC U-NII帯

免許不要化

1997

▼

IEEE802.11b

（～11Mbps）

標準化

1999

▼

IEEE802.11a

（～54Mbps）

標準化

1999

▼

IEEE802.11g

（～54Mbps）

標準化

2003

▼

IEEE802.11n

（100Mbps ～ ）

標準化検討開始

2003

▼

IEEE802.11n

（100Mbps ～ ）

標準化

2009

▼

IEEE802.11ac/ad

（1Gbps ～ ）

標準化検討開始

2008

▼

IEEE802.11ac/ad

（1Gbps ～ ）

標準化予定

2012

▼

2.4GHz帯

5GHz帯

6/60GHz帯

2.4G/5GHz

注）Bluetooth はブルートゥース エスアイジー，インコーポレーテッドの登録商標 

 

IEEE では無線 LAN 以外にもさまざまな技術の標準化活動を行っており、無線 LAN の標準化

に影響を与えている。IEEE802.15 ワーキング・グループでは、伝送距離が数 m から数十 m で

ある無線 PAN（Personal Area Network）の標準化が行われている。IEEE802.16 ワーキング・

グループでは、伝送距離が数 km から数十 km である無線 MAN（Metropolitan Area Network）

の標準化が行われている。IEEE802.22 では、コグニティブ無線を用いた無線 RAN（Regional 

Area Network）の標準化が行われている。コグニティブ無線とは、電波を有効活用するため

に、無線端末自身が使われていない周波数帯や最適な無線方式を自分で判断して選択する技

術である。コグニティブ無線については、当初 IEEE1900 で標準化が行われ、現在は IEEE SCC21

に継続されている。IEEE802.19 は、IEEE802 委員会で新しく無線通信の標準規格を策定する

際に、既存の無線技術との共用条件について調査や助言を行っている。 

IEEE802 委員会では主として物理層と MAC 層についての標準化を行っているが、インター

ネットで利用されるネットワーク層以上の技術の標準化は IETF（Internet Engineering Task 

Force）で行われている。 
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第６章 総合分析 

 

第１節 技術開発動向調査結果の総括 

１．特許出願動向調査結果の総括 

無線 LAN 伝送技術に関する特許出願を検索し、技術分類することにより、特許出願からみ

た技術動向を調査した。時期的範囲は優先権主張年で 1998 年から 2007 年とした。 

分析対象とした特許出願は日本、米国、欧州、中国、韓国への出願で、出願件数は 25,597

件、このうち各国・地域で登録された特許が 7,127 件である。 

日米欧中韓への出願では、出願件数は 2003 年まで単調に増加し、それ以降減少している。

これは 2003 年の IEEE802.11n 検討開始に向かって出願が増加したものと思われる。日本国籍

出願人の出願も 2003 年がピークであるが、米国籍や欧州国籍出願人ほどはその後減少してい

ない。出願人国籍別出願件数では、日本国籍約 37％＞米国籍約 27％＞欧州国籍約 19％＞韓

国籍約 11％の順になっている（図 2-1）。 

出願件数収支（図 2-3）では、米国籍出願人から他国・地域（日欧中韓）への出願が多い

のが目立つ。特に欧州への出願が多い。日本国籍出願人も韓国以外の国・地域へは、日本国

籍出願人の出願件数が他国・地域国籍出願人からの日本への出願件数を上回っている。 

技術区分の課題では通信品質の向上、利便性の向上が多く、ネットワーク拡張性の向上、

接続の継続性の向上がそれに続く（図 2-9）。解決手段では高信頼化技術が最も多く、次にシ

ステム構成となっている（図 2-13）。技術区分別出願人国籍別の出願件数（図 2-4）をみると、

多くの技術区分で日本国籍が最も多いが、ネットワークの拡張性の向上では日本国籍よりも

米国籍、欧州国籍の方が多い。接続時の最適化では日本国籍よりも欧州国籍の方が多い。接

続の継続性の向上では日本国籍よりも米国籍の方が多い。アドホックネットワーク通信技術

では日本国籍と米国籍は同程度である。 

注目研究開発テーマの「ギガビット通信を含む高速化技術」に関する出願（図 2-18）は、

2003 年に大きく増加し、2004 年にピークとなっている。この背景には、ホーム向けの高品質

通信への要求の高まりがあり、明確なピークの出現は、IEEE802.11n の標準化の動きに対応

したものと考えられる。注目研究開発テーマの「移動通信を含む（シームレス）ハンドオー

バ技術」に関する出願動向（図 2-19、図 2-20）では、垂直ハンドオーバと水平ハンドオーバ

で傾向に違いがある。日米欧中韓への出願件数推移において、垂直ハンドオーバでは、2002

年以降急速に件数が増加し 2003 年から 2005 年にピークが来ているのに対し、水平ハンドオ

ーバでは、1998 年以降徐々に（ほぼ直線的に）件数が増加し、2004 年にピークを迎えており、

ピークまでの増加傾向と、ピークの到来時期が異なっている。 

出願件数の出願人別ランキング（表 2-6）において、日米欧中韓への出願件数でみると、

上位 3 社は三星電子（韓国）、モトローラ（米国）、ノキア（フィンランド）、であり、特

に三星電子は 2 位のモトローラの 2 倍近い出願件数がある。上位 30 位に入った出願人を国籍

別に分けると、日本国籍 12 社、米国籍 8 社、欧州国籍 6 社、韓国籍 2 社、中国籍 1 社、カナ

ダ国籍 1 社である。日本国籍出願人については、上位 10 位内に東芝（5 位）、パナソニック

（6 位）、ソニー（8 位）、日本電気（9 位）、キヤノン（10 位）と 5 社が入っている。また、

上位 30 位の出願人は全て企業であり、研究機関や大学は入っていない。 

技術区分別出願人ランキング（表 2-8～表 2-10）では、三星電子（韓国）が課題、解決手

段の大部分で出願件数 1 位か 2 位となっている。日本国籍出願人も東芝、パナソニック、ソ
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ニー、日本電気等が各技術区分の上位に入っている。課題では「利便性の向上」、「伝送効

率の向上」で日本国籍出願人が多く、「利便性の向上」ではソニーが 1 位である。海外企業

ではインターデジタルテクノロジー（米国）が「接続の継続性の向上」、「ネットワークの

拡張性の向上」で 1 位、2 位になっているのが注目される。解決手段では日本国籍出願人が

「システム構成」以外は 2 位か 3 位に入っている。「品質保証技術」、「アドホックネット

ワーク通信技術」、「セキュリティ技術」等が、日本企業が比較的上位に入っている解決手

段である。 

 

２．研究開発動向調査結果の総括 

論文データベース JSTPlus でキーワード検索し、技術分類をした論文について調査・分析

した。検索の時期的範囲は発行年 1998 年から 2008 年である。対象とした論文の件数は 3,639

件であった。 

国内誌を除く海外主要誌（図 3-2）では研究者の日本国籍所属機関の発表件数は少ない

（3.2％）。米国籍所属機関が最も多く（46.1％）、次いで欧州国籍所属機関（21.1％）、中国

籍所属機関（6.7％）、韓国籍所属機関（4.6％）と続く。国内誌を含めれば（図 3-1）、日本

国籍所属機関の発表件数は 47.1％と 1 位である。発表件数推移は国内誌を含む全誌では 2005

年にピークとなり、2006 年に減少し、その後横這いである。 

技術区分別では、国内誌を含む全誌でみると（図 3-3）、課題「通信品質の向上」、解決手

段「アドホックネットワーク通信技術」が多い。特許（図 2-9）でも「通信品質の向上」が

一番多いが、特許と比べ論文では「通信品質の向上」以外の課題が少なく、「通信品質の向上」

が大部分である。解決手段では「アドホックネットワーク通信技術」が最も多く、次いで「高

信頼化技術」、「高速化技術」の順になっており、「高信頼化技術」の多い特許出願（図 2-13）

とは傾向に相違がみられる。「アドホックネットワーク通信技術」の論文が多いが、これは、

アドホックネットワーク通信技術（アドホックネットワークルーティング等）を単に無線 LAN

技術を利用して検証することを研究目的として、無線 LAN 伝送特有の技術についてを研究目

的としていない論文が多く含まれていることも一因と思われる。 

国内誌を除く海外主要誌（表 3-2）では研究者所属機関、研究者とも日本国籍は発表件数

の上位にはいない。上位 10 位まで全て大学で、カリフォルニア大学（米国）を筆頭に米国の

大学が大部分であるが、香港科技大学（中国）、ソウル大学（韓国）が 4、6 位に入っている。 

論文動向と特許動向とを比較すると（図 3-6）、論文発表件数は特許出願よりも 2 年ほど遅

れて 2005 年にピークを迎えている。 

 

３．政策動向調査結果の総括 

無線 LAN に限定された科学技術政策・産業政策は限られている。そこで無線 LAN を含む通

信ネットワークという視点で、ICT（情報通信技術：Information and Communication 

Technology）に関する科学技術政策・産業政策を調査した。調査した日本、米国、欧州、中

国、韓国、台湾のいずれにおいても、国策として、ICT の技術開発を進めている。日本にお

ける過去の無線 LAN のプロジェクトとしては、2003 年度から 2005 年度に NEDO で行われた「デ

ジタル情報機器相互運用基盤プロジェクト（無線 LANスポット分野）」及び 2004 年度から 2008

年度に NICT において行われた委託研究「超高速ギガビット無線 LAN の研究開発」がある。 

無線 LAN の周波数割り当てについて、日本、米国、欧州、その他の国についての周波数割
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り当てを調査した。各国の状況により、周波数の割り当てが異なっている。最近の動きでは

テレビの地上波アナログから地上波デジタルへの移行に伴う、ホワイトスペースの有効利用

が各国で検討されている。 

 

４．市場動向調査結果の総括 

無線 LAN 及び Bluetooth（ブルートゥース エスアイジー，インコーポレーテッドの登録商

標）の全世界の市場規模は 2008 年で、無線 LAN モジュールが 1800 億円程度、Bluetooth チ

ップセットが 1700 億円程度である。今後、数量的にはともに大きく増加するが、単価は下

落していくと予想されている（2009 有望電子部品材料調査総覧（上巻） 2008 年 12 月 5 日 

株式会社富士キメラ総研発行 124 頁）。 

無線 LAN 及び Bluetooth を搭載した製品（アプリケーション）の市場規模として、ノート

PC と携帯電話の全世界の市場規模をみると、ノート PC は 2009 年で 1.5 億台であり、2013

年には 2.9 億台になると予測されている（RESEARCH BULLETIN FEBRUARY 18,2010 IC 

Insights,Inc.）。無線 LAN ではノート PC が圧倒的過半を占めるアプリケーションであり、今

後もその地位は変わらないと考えられるが、ゲーム機、携帯電話、デジタルスチルカメラ等

への搭載が増加しており、今後の市場拡大の担い手として期待される。携帯電話は 2009 年で

10 億台であり、2013 年には 13 億台になると予測されている（ニュースリリース 2009 年 12

月 21 日 株式会社野村総合研究所）。 

 

５．標準化動向調査結果の総括 

無線 LAN の標準化は、IEEE802 委員会の 802.11 ワーキング・グループでの仕様がデファク

トスタンダードとなっている。1990 年に IEEE802 委員会に IEEE802.11 ワーキング・グルー

プが設けられ、1997 年には最初の標準規格 IEEE802.11、1999 年には 2.4GHz 帯で最高 11Mbps

の伝送速度である IEEE802.11b 及び 5GHz 帯で最高 54Mbps の伝送速度である IEEE802.11a、

2003 年に 2.4GHz で最高 54Mbps である IEEE802.11g 規格が制定された。2009 年 9 月には最大

600Mbps の伝送速度の高速無線 LAN 規格である IEEE802.11n が制定された。IEEE802.11n では

2.4GHz 帯と 5GHz 帯を用いる。さらに高速化を目指して VHT（Very High Throughput）と総称

される TGac/TGad タスク･グループが活動を開始している。そのほか、アクセス制御やセキュ

リティ技術などの標準化を行っている。ホワイトスペースについても TGaf タスク･グループ

が活動を開始している。 

IEEE では無線 LAN 以外にもさまざまな技術の標準化活動を行っており、無線 LAN の標準化

に影響を与えている。IEEE802.15 ワーキング・グループでは、伝送距離が数 m から数十 m で

ある無線 PAN（Personal Area Network）の標準化が行われている。IEEE802.16 ワーキング・

グループでは、伝送距離が数 km から数十 km である無線 MAN（Metropolitan Area Network）

の標準化が行われている。IEEE802.22 ワーキング・グループでは、コグニティブ無線を用い

た無線 RAN（Regional Area Network）の標準化が行われている。コグニティブ無線について

は、当初 IEEE1900 委員会で標準化が行われ、現在は IEEE SCC41 委員会に継続されている。

IEEE802.19 ワーキング・グループは、IEEE802 委員会で新しく無線通信の標準規格を策定す

る際に、既存の無線技術との共用条件について調査や助言を行っている。 

IEEE802 委員会では主として物理層と MAC 層についての標準化を行っているが、インター

ネットで利用されるネットワーク層以上の技術の標準化は IEEEとは別組織の IETF（Internet 
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Engineering Task Force）で行われている。 
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第２節 無線 LAN 伝送技術に関する提言 

近年発生した世界的な金融不況以後、新産業による市場の創造がますます求められている。

例えば米国では、産業競争力強化のためのプロジェクトとして、電波資源の有効利用を目的

としたホワイトスペース1)の活用や、エネルギーの効率化（省電力やCO2削減）を目指すスマ

ートグリッド2)等の取り組みを加速させている。またEUでは、環境規制政策をもとに、世界

的に環境ビジネスを展開させていこうとする取り組みに積極的である。 

これら新規産業の創出への取り組みに対して、ICT（情報通信技術）は欠かせないものであ

り、とりわけ既に全世界的に普及している無線 LAN 伝送技術が果たす役割は大きく、また無

線 LAN 伝送技術が今後果たすべき役割も大きく変化していくと思われる。 

そこで、本章では、これまでの分析結果を踏まえ無線 LAN 伝送技術に関し、産学官が今後

何をなすべきかについて提言する。提言の位置づけについて図 6-1 に示す。 

1) ホワイトスペース：時間的、地理的、技術的な面で使われていない周波数帯域。 

2) スマートグリッド（次世代送電網）：IT 技術によって、供給側（電力会社）と需要側（家庭や工

場など）の双方から情報を収集し、電力の需給を制御・最適化する次世代電力網。 

 

図 6-1 無線 LAN 伝送技術に関する提言の位置づけ 
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企業内での中長期的なビジョン

標準化初期からの活動
で主導権

標準化をリードするための特許出願

・国の施策に沿って
・産と学で、ベクトルとフェーズを合わせて
・独創的な技術開発と戦略的な特許出願

知財に強い
企業体質

国として、

環境整備

提言－２

市場戦略の橋頭堡

提言－１
摺り合わせ型製品のノウハウを生かせる

無線ＬＡＮ伝送技術

（基礎研究と応用開発研究との連携）

連動

グローバルな知的財産戦略を
柔軟に構築できる

提言－３
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提言－１ 中長期的なビジョンの策定を基本とした標準化活動と知的財産に強い

企業体質の構築とそのための環境整備 

 

無線 LAN 伝送機器の市場は、グローバルスタンダードである標準規格の普及とともに全世

界的に拡大し、米国及び欧州企業は、標準規格の策定動向に応じ戦略的にかつグローバルに

特許出願する傾向にある（表 6-1、図 6-2）。また、中国及び韓国企業は、近年の急速な経済

成長に伴い研究開発を加速化させ、出願件数を増加させている（図 6-3）。 

 

表 6-1 日米欧三極全てに出願している発明の出願人国籍別出願件数と全体に対する割合 

（日米欧への出願：発明単位でカウント）   1998～2007 年 

三極コア 全体の 
出願人国籍 

出願件数 出願件数 
三極コア出願の比率 

日本 353 6,913 5.1% 

米国 394 2,580 15.3% 

欧州 312 1,790 17.4% 

中国 17 448 3.8% 

韓国 102 1,373 7.4% 

その他 20 488 4.1% 

合計 1,198 13,592 8.8% 

 

図 6-2（図 2-3 再掲） 出願先国別－出願人国籍別出願件数収支   1998～2007 年 
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図 6-3（図 2-1 再掲） 出願人国籍別出願件数推移と出願人国籍の割合（日米欧中韓への出願） 
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一方、日本企業については、特許出願の総件数でみると他の各国企業よりも多いが、自国

内での出願が依然として多く、標準規格の策定動向に連動して各国に戦略的に特許出願する

取り組みが十分でないといえる（図 6-2、図 6-3）。 

また、無線 LAN の標準化団体である IEEE802.11 ワーキンググループにおける投票者数に着

目すると、日本は欧州や韓国・台湾等の各国と比較して多いものの、米国の 3 分の 1 程度で、

ここでの標準化活動の主導権を握っているのは米国である。さらに、IEEE802.11 規格のライ

センス条件でも、妥当で公平な(Reasonable and Non-Discriminatory)条件(RAND 条件)の取

り決めがあいまいであることに加え、パテントプール等の特許利活用の仕組みが十分でない

ことが原因して、標準化製品に対する特許ライセンス料の高騰化や特許訴訟リスクが日本企

業にとっての大きな懸念事項となってきている。 

こうした中、さまざまな課題・問題に個別に対応していては効果的な策とはなり得ない。

自社内の技術開発方針、製品市場動向と自社の技術優位性、標準化活動や特許出願すること

の費用対効果、ライセンス取引市場動向、特許侵害差止訴訟への対応、社内の技術開発・標

準化・知財担当の人材教育の観点を踏まえて、無線 LAN 関連技術に関する中長期的なビジョ

ンを企業内で策定し、企業内の研究開発者や知財担当者の間でビジョンの共有を行うことが

重要である。 

そして、海外ビジネスにおける中長期的なビジョンを基本として、IEEE802.11 や Wi-Fi 

Alliance 等の無線 LAN の標準化活動に参加し、他国企業の標準化活動の動向を調査していく

とともに、他国企業に対する自社技術の優位性をアピールして規格への採用を働きかけ、標

準化活動に連動したグローバル特許出願戦略を構築し、グローバル特許をもとにライセンス

交渉やパテントプールへの参加、特許侵害差止訴訟等の対応を図っていくことで、海外にお

いて標準化活動と知的財産に強い企業体質を作り出していく必要がある。さらに、無線 LAN

の展開に深くかかわりをもつ他の規格（無線 PAN、無線 MAN、IEEE802.22、IEEE802.19、

IEEE1900/SCC41（コグニティブ無線）、IETF 等）作りに積極的に参加していくことが望まれ

る。 

上述の各企業における取り組みのほか、わが国の産業競争力を向上させるためには、国内
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外の公的技術標準だけでなくデファクト標準に対しても、関連企業と公的機関が情報を共有

して連携を図る等、わが国全体で、グローバルな知的財産戦略を状況に応じて構築できる環

境を整備していくことが重要である。 
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提言－２ 日本企業が得意とする摺り合わせ型製品のノウハウを生かせる無線

LAN 伝送技術の開発 

 

無線LAN通信は、携帯型PCだけでなく携帯電話や家電AV機器等、さまざまな機器に実装され

活用されているものの、無線LAN伝送技術で用いられるチップセットは米国企業が市場をほぼ

独占し、その生産拠点は東アジアになっている。したがって、一般的な無線LAN伝送機器では、

価格競争とともに、製品のライフサイクルの変化が激しい組み合せ型製品(モジュール型製

品)3)産業が形成されているといえる。 

一方、日本国内における大手家電AV機器メーカーは、無線LAN伝送技術について比較的多数

の特許を有していること、及び、無線LAN伝送技術を用いた次世代ゲーム機（据え置き型、携

帯型）等の製品は日本企業の市場シェアが大きいことから、無線LAN伝送技術を利用した高機

能家電AV機器やゲーム機等に代表される、いわゆる摺り合わせ型製品（インテグラル型製

品)4)の研究開発力は、他の各国企業と比較して遜色ないと推測される（表 6-2）。また、日

本が得意とする摺り合わせ型製品としての自動車や省電力化にかかわるスマートグリッドも、

無線LANとの接点での展開を図っていくべき産業分野であると考えられる。 

 

3) 組み合せ型（モジュール型）：部品を単純に組み合せて製品を作るもので、部品の標準化が進み、

さまざまなメーカーからの部品を目的に応じて容易に組み合せていくことができる。 

4) 摺り合わせ型（インテグラル型）：部品自身にさらに手を加えたり、部品を組み合せるときにもう

まく調整を行うことで、目的に合った機能や性能を有する製品を作り出していくことができる。 

 

表 6-2 無線 LAN 搭載アプリケーションのメーカー国籍別市場シェア（世界）（%） 2008 年 

メーカー国籍 携帯電話 ノートPC 据え置きゲーム機 

日本 6.4  15.8  66.0  

米国 9.4  36.8  34.0  

欧州 42.6  0.0 0.0 

韓国 24.5  0.0 0.0 

その他 17.1  47.4  0.0 

注）その他には、メーカー国籍不明の統計も一部含まれている。 

 

出典：携帯電話：ABI Research 2009 年 1 月発表資料に基づき MCTR が作成 

   ノート PC：DisplaySearch 2008 年 12 月発表資料に基づき MCTR が作成 

  据え置きゲーム機：日経マーケット・アクセス 2009 年 9 月発表資料に基づき MCTR が作成 

 

したがって、今後、無線 LAN 伝送技術のチップセットやモジュールに代表される組み合せ

型製品を得意とする各国企業に対抗していくためには、日本企業が得意な摺り合わせ型製品

の研究開発事業を強化し、既存のコモディティー化した一般的な無線 LAN 伝送機器とは一線

を画する高付加価値な無線 LAN 製品群を生み出し、市場戦略の橋頭堡とすることが望まれる。 
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提言－３ 国（官）の施策に沿った基礎研究（学）と応用開発研究（産）との連携による

新規産業の創出 

 

本報告書における注目研究開発テーマ別動向調査について、特許出願件数（図 2-18）と論

文の発表件数（国内誌を含む全誌）（図 3-4）とを対比してみると、「ギガビット通信を含

む高速化技術」に関しては、特許出願が 2004 年をピークとして出願件数が減っているのに対

し、論文については 2003 年から 2005 年にピークとなる件数が発表され、その後件数が激し

く変動しつつも下降傾向にある。 

また、注目研究開発テーマ「接続の継続性の向上」のうちの垂直ハンドオーバに関する特

許出願についてみると、2003 年から 2005 年をピークとして減っているが（図 2-19）、これ

に対して、論文の発表件数は全ての年をみても少ない件数にとどまっている（図 3-5）。 

以上の分析結果から、企業における製品開発の現場では、高速化技術に関しては

IEEE802.11n の規格策定の議論が行われ始めた 2003 年に盛んに特許出願を行っていたが、

2003 年以後は研究開発をあまり積極的に進めておらず、また垂直ハンドオーバに関しては特

に 2003 年から 2005 年にかけて集中して開発が進められ、特許出願されていたものと推定さ

れる。 

これに対して、大学や研究機関等の基礎研究の現場では、高速化技術に関しては、2003 年

から 2005 年に研究が活発に進められ、その後は活発とはいえないものの地道に進められてい

る一方、垂直ハンドオーバについての研究活動はもともとあまり活発に行われていないもの

と推定される。 

こうした状況には、大学や研究機関における基礎研究と、企業における研究開発との間で

の研究開発方針の違いが背景にあると思われることから、今後、大学・研究機関／企業にお

ける研究開発・知財担当者は、大学・研究機関と企業との間で研究開発方針についてどの程

度の違いがあるかを十分に認識し、基礎研究と製品開発との連携に積極的な姿勢をとること

で、新規産業の創出へつなげていくことが望ましいといえる。また、産学連携を円滑に進め

ていくためには、国や地方公共団体が橋渡し役を果たしていくことが欠かせないと思われる。 

したがって、例えば注目研究開発テーマについて産学連携を促進するためには、以下のこ

とが必要である。 

まず大学や研究機関において、無線 LAN 伝送技術に関して高速化通信を目的とした基礎的

研究のほかにも、産業への展開を意識し、無線 LAN と移動通信網等の連携を行う垂直ハンド

オーバ方式等の実用的研究を推進し、TLO 等を活用して特許出願して企業における実用化へ

の働きかけに努めていく。 

そして、企業等の産業界においては、高速化通信について大学や研究機関に蓄積されてい

るシーズを的確に把握し、当該シーズをもとに無線 LAN 高速通信の製品開発を推進し、積極

的に標準化活動及び特許出願していく。 

さらに、国が、大学や公的研究機関による特許取得を支援するとともに、産学連携による

企業等への技術移転を促し、新規事業創出等の産業の活発化を図る。産学の間での人材の交

流も重要であると考えられる。 

以上の産学官連携の円滑な実行により、無線 LAN 伝送技術に関するイノベーションと新規

産業の創出を図っていくことが望まれる。 
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